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千葉県の里山における森林利用と生態系サービス

北 澤 哲 弥 1・先 﨑 浩 明 2

		  　　１千葉県生物多様性センター
		  　　2 千葉県農林水産部森林課

１．はじめに

森林は薪炭や木材といった供給サービスを生産

する場として利用されてきた． また森林は， 土壌

流出の抑制や水源涵養といった調整サービスや，

信仰やレクリエーションの対象として文化的サービ

スを生み出している． こうした生態系サービスは森

林の生物多様性により生み出されており， 里山で

は森林の生物多様性を大きく損なうことなく， 森林

の利用が続けられてきた． しかし， 薪炭林や人工

林の管理放棄が進むとともに， 生物多様性が減

少し， 森林が持つ生態系サービスが劣化したとい

われている．

ここでは千葉県の森林を対象に， 森林がもたら

す生態系サービスのうち， 今回は供給サービス，

特に燃料･肥料と木材について，その変遷および，

それを引き起こした要因を整理し， 持続可能な社

会に向けた課題について考察を行った．

２．分析の方法

１）木材消費量の推定

現状と傾向の項では， 千葉県内の木材消費量

を推定するために， 以下の二つの試算を行った．

＊�千葉県の新設木造住宅着工における木材使用

量

＝　工法別木材使用量合計　

＝　�木造軸組工法住宅着工における木材使用

量＋ツーバイフォー工法住宅着工における

木材使用量＋木質プレハブ工法住宅着工

における木材使用量

ここで， 工法別木材使用量は， 以下のように求

めた．

工法別木材使用量

＝　新設住宅着工床面積 （A） ×

木造住宅着工における各工法のシェア （B）

×各工法での単位床面積あたり木材使用

量 （C）

（A） ： 新設住宅着工床面積　＝　新設木造住宅

　着工戸数 × 1 戸あたり床面積

2005 年の新設木造住宅着工戸数

＝　32,357 戸 （県土整備部建築指導課資料）

2005 年の 1戸あたり平均床面積

＝　90.2 ㎡ （県土整備部建築指導課資料）

（B） ： 2005 年の各工法のシェア

木造軸組工法 78.5%， ツーバイフォー工法

17.7%， 木質プレハブ工法 3.9% （資料 ： 住

宅着工統計）

（C） ： 2005 年の各工法の単位床面積あたり木

材使用量は，木造軸組工法 0.191 ㎥，ツー

バイフォー工法 0.173 ㎥， 木質プレハブ工

法 0.153 ㎥ （資料 ：住宅着工統計）

＊千葉県の年間木材消費量

＝年間の国内消費量 （D） ×

（千葉県人口 （E） / 日本国人口 （F））

（D） ： 2005 年の国内消費量

＝　86,662 千㎥ （資料 ：木材需給表）

（E） ： 2005 年の千葉県人口

＝　6,056,462 人 （資料 ：千葉県統計年鑑）

（F） ： 2005 年の日本国人口

＝　127,611 千人 （資料 ：千葉県統計年鑑）

２）千葉県の里山里海の地域区分

本稿では， 北澤 （2010） に従い， 都市域， 都

市化進行地域， 過疎高齢化地域の 3 つの社会

的地域区分を用いて， 千葉県の里山の森林利用

と生態系サービスの分析を行った． 都市域とは，

すでに高い人口密度に達した地域， 都市化進行

地域とは， 人口密度は都市域以下であるが現在

人口が増加している地域， 過疎高齢化地域とは，
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から 80 年代にかけて全森林面積が大きく減少し，

その後減少傾向に歯止めがかかった（図 2左上）．

一方， 都市化進行地域では， 1970 年代以降，

減少傾向は緩やかではあるが， 現在も減少傾向

が続いている． 過疎高齢化地域においては， 森

林面積はほとんど減少しておらず， 現在も広い面

積を占める． 都市域や都市化進行地域で森林面

積が減少した時期はこれらの地域で急激な人口

増加が起きた時期と重なり， 市街地など他の土地

利用への転換が森林面積減少の原因であった．

森林の中でも， 人工林は都市域と都市化進行

地域で減少したのに対し， 天然林は逆に微増し

た （図２右上 ・ 左下）． 都市域と都市化進行地域

現在人口の減少と高齢者率の増加が同時に進ん

でいる地域である．

２．森林利用にかかわる現状と傾向

１）森林面積と生態系サービス

木材等の供給サービスを生み出す森林の県内

面積は， 戦前から終戦直後まではおよそ 16 万

ha で推移していたが （千葉県農林部林務課 , 

1979）， 1950 年代以降， 増加傾向に転じ， 1967

年に 18.4 万 ha でピークを迎えた後， 減少に転

じ， 2007 年には 16.2 万 ha に減少した （図 1）．

千葉県農林部林務課 （1979） によれば， 終戦直

後の 1946 年には， 約 16,300ha に及ぶ未造林地

が戦時中の増伐によって生じていた． 戦後復興

期から高度経済成長期に入り， 木材需要の高まり

によってさらに伐採が進められたが， 資源確保と

災害防止の面から伐採跡地や荒地等への再造林

と拡大造林が盛んに行われたため， 県内の森林

面積はこの時期に増加した． 千葉県では 1951 年

から 1959 年にかけて年平均 4,500ha， 1956 年か

ら 1965 年までの 10 年間には計 12,332ha の人工

造林が行われた （千葉県農林部林務課 , 1979）．

しかし 1960 年代後半からは造林面積が減少し，

さらに森林が市街地へと転換されていったため，

森林面積は減少傾向に転じた．

地域区分別に見ると， 都市域では 1960 年代
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図１　 千葉県における森林面積の推移 （資料 ：

千葉県森林 ・林業統計書各年版， 千葉県

農林水産部， 1979）

図２　 地域区分別の森林面積推移；　左上）全森林，右上）人工林，左下）天然林　（資

料 ：千葉県森林 ・林業統計書各年版）
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の多くが位置する北総地域および湾岸地域の台

地上は， 元来， マツの人工林が広い面積を占め

ていた． 湾岸地域に位置する千葉市では， 1961

年から 1990 年代前半にかけて， アカマツ林の多

くは開発されて居住地や造成となり， また管理放

棄によって落葉広葉樹林へと変化していた（藤原 , 

1997）． このように都市域や都市化進行地域での

人工林の減少と天然林の増加は， 市街化による

マツ林の減少および， 管理放棄による落葉広葉

樹林化を反映している． 一方， 主に南房総に位

置し， 戦後に造林されたスギやヒノキが人工林の

多くを占める過疎高齢化地域では， 他の土地利

用への転換やマツ枯れに伴う落葉広葉樹林化は

あまり進まず， 人工林面積はほとんど変化してい

ない．

森林蓄積量は戦時中の 1941 年には 1,232 万

㎥であったが，1951年には528万㎥まで減少した．

その後，蓄積量は回復に転じ，1975 年には 1,000

万㎥， 2003 年には 2,000 万㎥を超えるまで増加

した （図 3）． 戦後から 1960 年代までは， 先述

したように再造林 ・ 拡大造林が進められて森林面

積が増大したものの， 県産材の生産量が増大し

たことに加え， 幼齢林が多かったために蓄積量が

低かった． その後， 幼齢林が成長を続け， 県産
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図３ 千葉県における森林蓄積量の推移 （資料 ：千葉県森林 ・林業統計書各年版， 千葉県農林水産部，

1979）

図４　 千葉県における樹種別蓄積量の推移 （資

料 ：千葉県森林 ・林業統計書各年版）

図５ 千葉県における普通薪生産量の推移 （資

料 ：千葉県森林 ・林業統計書各年版， 千

葉県農林水産部， 1979）
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材の生産量が減少したこともあり， 森林蓄積量は

回復傾向となった． 1980 年前後に蓄積量が減少

した時期があるが， この時期は千葉県でマツ枯れ

被害が最もひどかった時期であり， 1980 年には

被害量が 67,000 ㎥を超えてピークに達した （千

葉県農林部林務課 , 1979）．

2000 年代後半における森林の年間蓄積増加量

（2006 ～ 2008 年にかけての蓄積変化量の平均）

は， 約 30.9 万㎥であり， うち針葉樹が 22.8 万

㎥， 広葉樹が 8.1 万㎥であった． すなわち， 現

在の森林蓄積量を減らすことなく， 持続可能な形

で利用できる年間木材資源量は約 30.9 万㎥であ

るといえる． ただし， 森林の成熟化が進んでいる

ことから， 今後， 年間蓄積増加量は減少すること

が予想される． 千葉北部および千葉南部地域森

林計画では， 各計画区での成長量を 14.1 万㎥

（H19）， 20.7 万㎥ （H21） としているが， それぞ

れ 10 年後には 10.8 万㎥， 15.4 万㎥に減少する

としている．

蓄積量を樹種別に見ると， 人工林樹種であるス

ギとヒノキ， 天然林樹種である雑木 （広葉樹） は

蓄積量を増加させており， 特にスギの増加が顕著

である （図 4）． 一方， マツは蓄積量を減少させ

ている． マツは 1980 年時点で， スギや雑木と同

程度の蓄積量であったが， 1970 年代から急増し

た松くい虫被害の影響等を受けて， この時期に著

しく蓄積量を減らした．

２）　供給サービスの利用量と消費量

（１）供給サービス（燃料・肥料等）の利用

里山のマツ林や広葉樹林は， 燃料や堆肥の原

料として，林床の落ち葉かきや定期的な伐採など，

多様な利用が行われていた． 県南部の房総丘陵

では， 農家の多くが小規模農家であり， 副業とし

て炭焼きや薪作りを行い， 収入を得ていた （君津

市市史編さん委員会 1998， 成田 2004）． 千葉県

農林部林務課 （1979） によると， 1940 年の薪炭

材伐採材積は約 19 万㎥にのぼり， 用材の 17.5

万㎥をしのぐ木材が薪炭として利用されていた．

しかし薪と炭の生産量は， 1950 年代後半以降に

著しく減少し， 薪生産量は 1955 年の 759 万束か

ら 1970 年には 46 万束，2005 年には 0.5 万束へ，

木炭生産量は 1955 年の 16,492t から， 1970 年

の 1,668t，2005 年の 54t へと激減した （図 5，6）．

1950 年代後半は， 一般家庭における燃料が， 薪

や炭からガスや灯油等へと変化しはじめた時期に

重なる．

一方， 北総地域に位置する印西市では， 農家

は冬季になると里山の森林に分け入って落葉や

枯草などを採集して燃料を自給しており， 普通の

農家ではこうした落葉・枯草が年間 40 駄（240 束）

必要で， そのためには約 0.6 ～ 0.7ha の森林を

必要としたといわれている （印西町史編さん委員

会 , 1996）．  また， 落葉は藁や刈草， 敷藁， 下

肥などと混ぜられ， 堆肥を作る原料にもなってい

た （印西町史編さん委員会 , 1996， 君津市市史

編さん委員会 , 1998）． しかし， 1960 年以降， 農

業の機械化や化学化が急速に進行し， 農家から
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図６ 千葉県における木炭生産量の推移 （資料：

千葉県森林 ・林業統計書各年版， 千葉県

農林水産部， 1979）

図７ 千葉県における素材生産量の推移 （資料：

千葉県森林 ・林業統計書各年版， 千葉県

農林水産部， 1979）
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家畜や家禽が姿を消し， 農地で使用する肥料は

有機肥料から化学肥料へと移った． それに伴い，

落ち葉かきが行われる森林は減少した．

（２）供給サービス（木材）の利用

県内の素材生産量 （県内の製材工場への自

県材入荷量） は， 戦中の 1941 年から戦後直後

にかけて 25 万㎥前後の高い値であったが， その

後 1950 年代前半までは 15 万㎥前後の生産量が

続いた後， 生産量は再び増加して 1960 年には

37.7 万㎥に達した． その後は減少に転じ， 特に

1970年代に急激な減少が見られ，2005年には8.9

万㎥と，全盛期の四分の一以下まで減少した．（図

7）． この内訳をみると， 広葉樹は 1 万㎥から 2 万

㎥と低い値で比較的安定して推移しており， 針葉

樹の生産量の変動が全体の変動を引き起こして

いる． 針葉樹素材の大半は住宅建設に充当され、

そのピークは石油ショック直前の 1972 年だが， 県

内素材生産量は 1960 年にピークを迎えており，

両者の間にはギャップが見られる．このギャップは，

先述した森林蓄積量の低下や， 外国産材の輸入

量の増加等が関係すると思われる．

木材自給率 （県内製材工場の素材入荷量に対

する県産材率） は 1960 年時点では 94％だった

が， 1970 年までの間に著しく減少して 1985 年に

は 18％と最低を記録した． 現在では 40％前後ま

で回復している （図 8）．  1960 年時点の非常に

高い木材自給率であるが， この値は県内製材工

場への素材入荷量に基づくものであり， 木材全体

の消費量における自給率ではない． 千葉県農林

部林務課 （1979） では， 「本県は早くから木材消

費県で， 1956 年にはすでに県内材による木材の

充足率が 50% 程度で半分は県外材及び外材に

よってまかなわれていた」 と記載されており， すで

に 1950 年代から木材の外材依存率が高かったこ

とをうかがわせる． また， 千葉県農林水産部森林

課資料によれば， 1965 年時点での県内の製材需

要量に対する県外材 ・ 外材依存率は 70.5% （うち

県外材 62％， 外材 9%） であった． これらのこと

から， 木材全体の自給率は図 8 よりも明らかに低

く， 逆に外材依存率は高かったといえる．  

（３）木材消費量の推定と外部依存率

千葉県における全ての木材製品の消費量に対

する外部依存率もしくは自給率を推定するために

必要な， 木材製品の消費量は調べられていない．

そこで， 2005 年の千葉県における新設住宅着工

戸数から， 新設の木造住宅に利用される年間製

材消費量を推計した． その結果， 2005 年の新

設木造住宅建設に利用される年間製材消費量は

54.4 万㎥と算出された． この値は， 同年の県内

素材生産量8.9万㎥の6倍以上にあたる．ただし，

この値には非木造住宅で部材として利用される製

材品， 新設着工には含まれない増改築， 新設戸

数にカウントされない小規模の建築物， 建築の際

に発生する廃材などが含まれておらず， 実際の

製材消費量はさらに高い値となる． また， 2006 年

時点で， 紙類の原料となるパルプ ・ チップの需要

量が製材と同程度であることを考えると， 木材全

体の消費量は 54.4 万㎥の少なくとも 2 倍以上に

なるだろう．

次に， 千葉県内の全木材消費量を， 国の木材

消費量から人口の比率配分によって推定した． そ

の結果， 県内の木材推定消費量は 2005 年時点
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で 411.3 万㎥であった． この値は新設住宅着工

戸数から推定した 54.4 万㎥と比較すると開きがあ

るが，着工戸数の推定値は過小評価となっており，

木材全体の年間消費量は， おそらく 100 万㎥か

ら 400 万㎥前後にあると推測される．

国の木材消費量を用いた推定値の変遷をみる

と， 県内の木材消費量は 1960 年代後半から急増

し， 1970 年代に約 420 万㎥でピークを迎えて頭

打ちとなった （図 9）． その後， 1980 年代後半か

ら再び増加をはじめ，1996 年に 526.9 万㎥でピー

クに達した後は減少に転じ， 2005 年には 411.3

万㎥まで減少した． このように，木材消費量には，

1970 年代と 1990 年代の 2 つのピークがあること

がわかる． 1970 年代のピークは， 千葉県の住宅

着工戸数が 10 万戸を超えて最大となった時期で

あり， 1990 年代は国民一人当たり紙消費量が現

在の消費レベルに達し， パルプ ・ チップ用材の

需要がピークとなった時期である （財団法人古紙

再生促進センター , 2009）．

木材推定消費量に対する外部依存率 （県内の

素材生産量を消費量推定値で除し， 1 から引い

た値） は， 最も依存率の低かった 1960 年の時点

で 81% に達していた． その後， 依存率は 1970 年

代前半まで急激に増加を続け， 1974 年には 95%

0 

100 

200 

300 

400 

500 

600 

1955 1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005

木
材
消
費
量
（
万

m
3
）
・
棒
グ
ラ
フ

70 

80 

90 

100 外
材
・
県
外
材
依
存
率
（％

）・折
線
グ
ラ
フ

内訳不明

図９ 千葉県における木材消費量推定値の推移． 棒グラフの黒塗りは県内製材工場における県産

材入荷量， 斜線は県内製材工場における外材入荷量， 白抜き は県外で加工済の製品の消

費量に相当 （資料 ：木材需給表， 木材需給報告書各年版）

図１０ 供給サービス （燃料 ・肥料等） にかかわる生態系サービス等と要因の関連
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を超え，増加速度は弱まるものの漸増傾向が続き，

2005 年時点で 97.9% と高い外部依存率を示して

いる．

３．森林の生態系サービスを変化させる要因

１）　供給サービス（燃料・肥料等）にかかわ

る要因

ここでは， 供給サービス （燃料 ・ 肥料等） に

関連する生態系サービスの変化を引き起こす要因

を抜き出し， 直接的に影響を及ぼす要因と， その

要因を引き起こす間接的な要因を含めた連関に

ついて図 10 に整理した．

森林の燃料 ・ 肥料等に関する供給サービスの

利用低下は， 燃料革命による化石燃料の普及と，

農業の近代化政策に伴う化学肥料の浸透という二

つのプロセスによって引き起こされたと考えられる．

これらによって生じた供給サービスの利用量低下

は， 里山の農用林 ・薪炭林の経済的価値の低下

につながる． これらの結果， 農業は里山の森林

資源に依存しない外部依存型の農業へと変化し，

また燃料生産を目的とした林業は著しく衰退した．

利用が低下した森林は管理が粗放になり， こうし

た森林では遷移が進行して生物多様性が劣化し

たり， 都市化とあいまって開発の対象となって森

林そのものが消失したりし， 生態系サービス全般

が低下している．

（１）直接要因

①　化石燃料の普及 ： 　1950 年代から， 徐々に

化石燃料が一般家庭で利用されるようになり，

1960 年前後から急速に普及し始めたことがわ

かる （図 11， 12）． これにともない， 家庭の

エネルギー源が薪や炭から， 灯油やガス， 電

気へと移行した．

②　化学肥料の普及 ： 　肥料は戦前からも使われ

ていたが， 戦後， 窒素やリン， カリウムなどの

化学肥料の消費量が増大した． これと相反す

るように， 落葉等を用いた堆肥の使用量は大

きく減少した． 堆肥の使用量減少は， 農業の

機械化とも関連する． 1950 年代後半から急速

に普及し始めた小型トラクターによって， 役畜

として飼育されていた牛馬が農村から姿を消

していったため， 厩肥や敷藁の確保が困難と

なったことも，堆肥利用が減少した一因である．

③　森林利用の低下 ： 　伐採や落葉かきといった

森林の利用 ・ 管理は， 森林生態系に大きな

影響を与えていた． 例えば薪炭材生産のた

めに十数年周期で繰り返された伐採の結果，

コナラなど萌芽更新能力の高い樹種によって

優占される森林が成立した． また， マツ林で

の落葉落枝のかき集めは， 土壌の富栄養化

を防止するとともに， 林床に生えてきた樹木

の実生を排除して明るい林床を維持すること

につながり， マツ林の維持につながっていた．

こうした明るい林床には， カタクリやイチリンソ

ウなどの春植物や草原性の植物種が生育し，

種多様性の高い森林が成立していた．しかし，

薪炭や落葉落枝の需要が低下し， 森林の利

用 ・ 管理が行われなくなった結果， ササや常

緑広葉樹が侵入し， 明るい林床を持つ森林

は減少していった．

④	 他土地利用への転換 ： 　都市域や都市化進

行地域では， 森林から市街地等への土地利

用の転換が進んだ． 農地とのつながりが絶た
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図１１ 千葉県における一人当たり灯油消費量の
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図１２ 千葉県における一人当たり家庭用ガス供給

量の推移 （資料：千葉県統計年鑑各年版）
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れて経済的な価値を失った農用林等に対し，

継続して所有しようというモチベーションは薄

れ， その結果， 多くの森林がディベロッパー

の手に渡り， 開発対象となった．

（２）間接要因

①　燃料革命 ： 　1950 年代から， 都市ガスやプロ

パンガスの消費量が増加し始め， また灯油を

用いる燃焼機具の発達などによって， 家庭に

化石燃料が普及し始めた． それにともなって，

家庭のエネルギー源は薪炭からガスや電気な

ど化石燃料由来のものに置き換わっていった．

この時代， 白黒テレビ ・洗濯機 ・冷蔵庫が三

種の神器と呼ばれた時代であり， こうした家電

等が普及するにともなって， 家庭の電化も進

んでいった．

 ②　農業の近代化政策 ： 　1961 年に制定された

農業基本法などにより， 生産効率を高めること

を目標に， 農地の基盤整備としての土地改良

事業とともに， 農業の化学化や機械化が推し

進められた． 小型トラクタは 1955 年から 1965

年にかけて急速に普及し， それとともに農村か

ら牛馬の姿が消えていった． また化学肥料も

同時期に大きく増加した．

③　農林業の構造的変化 ： 　農業の近代化政策

などにより， 農業は従来の里山の森林資源に

依存した資源循環型の農業から． 外部から資

源やエネルギーを投入する外部依存型の農業

へと変化した． その結果， 単位面積当たりの

生産力や労働生産性は増大したものの， 投入

エネルギーに対する産出エネルギーの比は大

きく低下した． 日本の水稲栽培では， 1960 年

以降， 産出エネルギー量が投入エネルギー量

を下回るようになり， 年々悪化する傾向にある

（宇田川 , 1976）． また， 家庭燃料として薪炭

生産を行ってきた林業は著しく衰退し， 用材，

特に製材の生産を中心とした林業へと変化し

た．

④　都市化の進行 ： 　千葉県では東京に隣接し

ている東葛地域や湾岸地域を中心に人口が増

加した． 特に 1960 年代以降に急増し， 大規

模団地等の開発が各地で進められるようになっ

た． 1990 年以降， 人口は頭打ち傾向となり，

都市化の圧力が弱まりつつある．

２）供給サービス（木材）にかかわる要因

ここでは， 供給サービス （木材） に関連する

生態系サービスの変化を引き起こす要因を抜き出

し， 直接的に影響を及ぼす要因と， その要因を

引き起こす間接的な要因を含めた連関について

図 13 に整理した．

戦後の木材供給サービスの低下は， 戦後復興

期あるいは高度経済成長期によって引き起こされ

た木材需要の高まりに端を発している． 木材供

図１３ 供給サービス （木材） にかかわる生態系サービス等と要因の関連
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給サービスの低下を受けて拡大造林が進められ

るとともに， 逼迫した木材需要を補填するために

海外からの木材輸入を自由化した． これにより外

材の輸入量が増加する一方， 国産材は価格が高

いことに加え， 不安定な供給， 寸法の甘さ （荻 , 

1993） などが原因となり， 外材にシェアを奪われ

て需要が低下した． それに伴って林業や木材産

業が衰退し，さらなる外材のシェア拡大につながっ

ていった． 拡大造林の成果もあって， 森林蓄積

量が回復したため， 生産性の低い森林という外材

の輸入量増加を後押しする要因は弱まってきたも

のの，利用量の増加にはつながっていない．また，

森林管理が低下することによって， 生物多様性が

劣化し， 調整サービスや文化的サービス等の生

態系サービスの低下が生じている．

（１）直接要因

①	 建設資材の需要増 ： 　千葉県では， 1950 年

代後半から人口増加が著しくなり，それに伴っ

て住宅の建設戸数や着工床面積が大きく増

加した （図 14）． 製材需要の多くは住宅の建

設資材であるため， 建設ラッシュによって， 木

材需要も大きく増大した．

②	 針葉樹植林の増大 ： 　千葉県では， 戦後す

ぐに戦中戦後の伐採跡地への再造林が進め

られ， その後， 拡大造林政策が取られるよう

になったため， 戦後から一貫して人工林の面

積が増加してきた． しかし， 1966 年以降， 造

林面積は急速に減少した．

③	 外材の輸入量増加 ： 　1960 年以降の木材輸

入の自由化をきっかけに， 外材の輸入量は

大きく増加した （図 15）． 1965 年前後までは

国産材の消費量は 2,500 万㎥前後で推移し

ており， 製材需要の不足分を外材が補うよう

な構造だったが， 1960 年代後半から徐々に

国産材の消費量が減少し， 外材が国産材の

シェアを奪う構造へと変化した． これは，当初，

外材が低価格であったこともあるが， 確実な

品質の材を大量に安定的に供給できる等の利

点があったことも一因と言われる． この木材価

格に注目すると，国産のスギ中丸太の価格は，

1955 年の 8,200 円から， 1960 年の外材輸入

自由化後も上昇を続け， 1980 年に 38,700 円

で最高値をつけた （図 16）． 木材価格はそ
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図１５ 国内製材消費量の推移 （資料 ：木材需給表各年版）
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の後， 一転して下落傾向となり， 2008 年には

11,800 円まで低下し， なお下落が続いてい

る． 一方， 外材である米ツガの価格は 1990

年前後まではスギ中丸太価格よりも低位水準

でほぼ同様の変化をしていたが， 1990 年以

降は米ツガの価格がスギを常に上回るように

なった． 米ツガは 1990 年以降の価格の下落

幅は小さく，下落が続くスギとの価格差は徐々

に広がっていった． 1980 年から価格が下落に

転じたのは， 石油ショックに端を発した住宅建

築での木材需要低迷が挙げられる． 千葉県

における木造建築の着工床面積は， 1978 年

の 491 万㎡から 1983 年の 350 万㎡へと約 3

割も減少した． 1990 年前後は再び木造建築

の着工床面積が高い値を示したが， 木材価

格は以前の水準まで上昇することはなかった．

1985 年のプラザ合意以降， 円高ドル安が進

み， 外材が以前と比較して安価に購入できる

条件となったこと， 製材消費量が減少したこと

などに加え， 消費者である商社やメーカーの

国産材離れが定着し， 国産のスギ材は値段を

下げなければ売れない状況になっていったと

推測される．

④	 森林利用の低下 ： 　林業 ・ 木材産業の衰退

によって，森林の伐採量は低下した． 同時に，

間伐や下刈りといった管理作業も適切に行わ

れない森林が増加した．

（２）間接要因

①	 戦後復興 ・ 高度経済成長 ： 　終戦の混乱期

から，1950 年に勃発した朝鮮戦争特需をきっ

かけに日本の産業は立ち直り， 戦前の経済

水準まで急速に回復した． 1956 年に経済白

書が「もはや戦後ではない」と明記したように，

高度経済成長期を迎え， 1973 年のオイル

ショックまで目覚しい経済成長を遂げ， 1960

年代後半には GNP 世界第二位の経済大国

となった．

②	 拡大造林政策 ： 　高度経済成長が始まった

1950 年代には， 木材需要が高まっていた．

また， この時期は化石燃料エネルギーが普

及し始め， 薪炭の利用が急落していた頃でも

あった． そこで， 経済的な有用性を失った薪

炭林を伐採し， スギやヒノキの人工林へと置

き換えて木材需要を満たすことを目的に拡大

造林が推し進められた．

③	 外材の輸入自由化 ： 　1960 年までは合板用

素材の輸入のみだったが， 木材需要の逼迫

を解消すべく， 木材輸入の自由化が段階的

に開始され， 1961 年からは米ツガなどの北

米材の輸入が始まり， 1964 年には全面自由

化に至った．

④	 林業 ・ 木材産業の衰退 ： 　千葉県における

林業就業者数は， 1950 年から 1970 年にか

けて急激に減少し， その後， 500 人前後で

推移していたが， 2000 年代になってから 319

人まで減少した （図 17）． 林家数は林業者

数ほど著しい減少は見られないものの， 1960

年以降， 連続的に減少し， 1960 年の 26,100

戸から 2005 年の 14,558 戸へと半減した． 林
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推移． 林家数には， 所有規模 1ha 以上の

林家のみ計上 （資料 ： 千葉県統計年鑑，

農林業センサス各年版）
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家の中でも， 特に農家林家の減少が著しく，

1960 年の 25,246 戸から 2005 年の 9,011 戸

へと約三分の一まで減少した．

⑤	 経済成長の停滞 ： 　1990 年代に入ると， バ

ブル景気が終わって経済成長が鈍化し， 失

われた十年とも呼ばれる経済停滞期に入っ

た． 住宅着工戸数や床面積も低迷し， 製材

の需要も低下した．

４．森林利用と持続可能な社会の形成

１）千葉県の森林利用の変遷

千葉県の森林は，終戦直後までは，薪炭生産，

燃料としての落葉落枝 ・ 枯草の採集， 堆肥生産

のための落葉採集などの場として利用され， 人々

は森林から多様な供給サービスを享受していた．

しかし， 堆肥利用や薪炭生産業が著しく衰退し，

広葉樹やマツの利用は著しく落ち込んだ． 薪炭

林 ・ 農用林としての機能を失った森林は拡大造

林の対象となり， 多くの森林でスギ ･ ヒノキを中心

とした針葉樹人工林への転換が進んだ． これに

ともない， マツ ・ 広葉樹を中心とした森林利用か

ら， スギ ･ ヒノキ生産中心の森林利用へと林業の

形態が変化した． 現在， 拡大造林で植栽された

人工林が成熟期に達しつつあり， 森林蓄積量は

戦後の 5 倍近くまで増大する一方， 県内の素材

生産量は減少傾向が続いている． すなわち， 戦

後から現在にかけて森林の供給サービスは増加し

てきたにもかかわらず，それを利用する体制が整っ

ていない， というのが千葉県の森林利用と生態系

サービスに関わる現状である．

２）持続可能な社会に向けた森林利用

持続可能な社会形成が世界的な課題となって

いる． その実現のために， 資源の循環と自立は

必要不可欠な視点である． 森林の供給サービス

である木材は再生可能資源であるとともに， 千葉

県でも生産可能な資源である． そのため， 木材

の活用は地域の林産業を活性化させるだけでな

く， 資源自立 ・ 循環型社会を形成することに大き

く貢献することになる． また， 森林は資源を供給

するだけでなく， 土壌保全や水源涵養といった調

整サービスや， レクリエーションや信仰の対象とし

て文化的サービスも兼ね備え， 人間の福利に大

きな影響力を持っている． こうした生態系サービス

は， 森林管理 ・ 利用のあり方によって大きく左右

される．

森林蓄積増加量から考えると， 本県で森林を持

続しながら利用できる木材資源は， 現状では約

30.9 万㎥／年が目安となる． 県内の木材消費量

が 100 ～ 400 万㎥前後と推定されていることから，

消費量全てを県産材で賄うことは明らかに無理が

ある．  しかし， 現在の素材生産量は 8.9 万㎥で

あり， 潜在的な利用可能量と比較すると未利用部

分が多く， 持続可能な範囲の中で木材自給率を

高める余地が十分に残されている． 自給率向上

のためにどのような取り組みがこれまでに行われ，

今後何が必要かについては， 最終報告に向けた

課題としたい．

2009 年 12 月に農林水産省は 「森林 ・ 林業再

生プラン～コンクリート社会から木の社会へ～」 を

発表し， 10 年後の木材自給率を 50％以上に高

める方針を示した． このプランでは， 森林管理の

集約化による林業の再生と， 木材の安定供給体

制の構築による木材産業の再生が， 大きな柱と

なっている． 森林管理の集約化は， 小規模林地

所有者の森林をとりまとめて施業を行うことによっ

て， 作業を効率化して生産性を向上させる． こ

うした大面積の一括管理による生産性の向上は，

農業でも同じ方針がとられており， 自立型社会を

目指すためには必要であろう． ただ， 集約化の

方向が画一化へと向かうことになれば， 森林の持

続可能性を低下させてしまうおそれがある． 自然

林では，尾根から谷への地形傾度や，斜面方位，

標高など， その場の環境要因に応じて， 数多くの

樹種によって多様な森林が形成される． 人間が管

理を行う人工林や天然林では， その場の環境要

因だけでなく， 植栽樹種， 間伐や下刈りの頻度

など人間によって行われる管理が森林組成を大き

く左右することになる．森林管理の画一化が進み，

異なる地域に同じ樹種が植栽され， 同じ方法で

管理される状況になれば， 環境の均質化を招き，

生態系レベルでの生物多様性の劣化． ひいては

森林の持続可能性を低下させる懸念がある．

従来の里山社会は多様な樹種や生物を利用

し， その種類や用途は地域ごとに異なっていた．

そのため， 木を利用する方法も地域によって異な

り， 自然に根ざした地域文化が発展していた． こ
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うした地域の文化を取り込み， 新たな森林利用を

創出する ｢ 特殊化 ｣ あるいは 「差別化」 に向け

た取り組みを進めることも， 他地域と競争すること

なく， 森林資源の利用の裾野を拡大し， 自立型 ・

循環型の社会を構築する上で重要な取り組みとな

る． 特に， 地形や所有規模等から森林が小規模

かつモザイク状に分布している千葉県は， 生物多

様性の面から見ればむしろ有利な条件にある． 森

林管理の集約化による荒廃森林の整備再開を推

進しつつ， 「集約化」 ＝ 「画一化」 とならぬよう，

地域の自然特性を生かした森林利用の ｢ 特殊化

｣ あるいは 「差別化」 の方向性を考えることが重

要である．

ここで重要なことは， どれか一つの手法に偏る

のではなく， 多様な取り組みが共存する社会を目

指すことである． 多様な人間社会が共存すること

こそが， 生物多様性を保全し， 持続可能な社会

の形成につながる．  
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